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１．背景・目的  

 世界各国の経済を維持し，成長させる上で「エンジン」

となる国際貿易は，国境を越えた環境リスク移転の起

因となる 1)．特に，中古車，中古家電といった中古製品

の国際貿易に伴う地球温暖化，E-waste 問題が国際的に

高い関心を集めている．しかし，中古製品貿易の定量情

報は限られた製品，国でしか入手できないため，環境リ

スク移転の解明に至っていないのが現状である． 

 既往研究は乗用車，大型家電を対象に世界貿易量の

推定を試みているが，データ入手可能な一部の製品に

限られている 2)．あらゆる中古製品の貿易量を推定する

には，新製品と中古製品が統合された貿易統計から両

者を分離する方法が求められる．新製品と中古製品の

価格分布の違いに注目した既存の分離法は，分布形状

の二峰性を前提している点で現実と乖離している 3)． 

 本研究では，貿易統計のもつ価格分布特性を最大限

活用した価格分布法を確立させ，中古製品貿易量推定

法を開発することを目的とする． 

 

２．中古製品貿易量推定法の概要 

本研究で考案した中古製品の貿易量推定法（本推定

法）を Fig.1，Table.1に示す． 

はじめに，貿易統計の金額，数量データから単位価格

を算出し，価格分布を作成する．価格分布を，混合正規

分布モデルを用いて分割する．続いて，分割した各分布

を判別モデルを用いて，新製品か中古製品貿易かを判

別する．判別した新製品，中古製品の価格分布を用いて

中古製品割合を算出する．新製品と中古製品が統合さ

れた貿易統計データに中古製品割合を乗じることで，

年別・OD 別の中古貿易量が推定できる．本推定法では

価格分布を安定化させるため，貿易統計から得られる

金額，数量データを一定の期間または国でデータ集計

する． 

 

 

 

 

 
Fig.1 中古製品の貿易量推定法のフロー 

 

Table.1 サブモデルの説明 
モデル式 パラメータの説明 
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 p：価格帯，θ:パラメータ，
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とき新製品，𝑀:価格分布，

𝛼，𝛽，𝛾：パラメータ 

③ 











10

0

Dm

mm

Dm

mm

Dm

mm

p
NPUP

UP

u
 Um ，Nm：混合分布モデルよ

り得られる中古製品分布
m，新製品分布 m の存在量 

注：各パラメータ𝛼，𝛽，𝛾は，既存の貿易統計(タイヤ輸出報告

国データ)より推定を行っている． 

 

 

３．本推定法の精度の検証方法 

 本推定法の精度を検証するため，新製品と中古製品

が分離しているタイヤと乗用車を対象に，本推定法を

適用する．まず，UN comtrade4) ，GTI-DB5)から入手し

た 2001-2010 年のタイヤ，中古車の国間貿易量を新製品

中古製品で統合する．統合化された国間貿易量から，本

推定法を用いて，中古タイヤ，中古車の国間貿易量を分

離する．ただし，中古車貿易量は，一部の国に限られて

いる点に留意する．以上の推定値と実績値を比較する

ことで，本推定法の精度を定量化する． 

 さらに，データ集計範囲を変えた場合の本推定法の

精度を検証し，データ集計範囲（集計期間，集計国）と

本推定精度の相互関係について検討する． 

 

  

貿易統計（金額・数量）  

①混合分布モデル     

③中古製品割合モデル  

中古製品国間貿易量
     

 
    

②判別モデル   

価格分布の作成

価格分布の分割

新製品・中古製品
分布の判別

中古製品割合の算出
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４．本推定法の精度の検証結果 

中古タイヤ，中古車貿易量の推定値と実績値の比較

を Fig.2， 3 に示す．各図の a)は年別世界貿易量，

b)c)d)は 2001 年，2005 年，2010 年の国間貿易量であ

る．Fig.2の a)より，中古タイヤの世界輸出総量の推定

値は，集計期間を 10 年とした場合，5 年とした場合に，

±20%以内の同程度の精度になった．Fig.3 の a)の中古

車の場合，集計期間 10 年間全てとした場合，集計期間

5 年の方が，集計期間 10 年より精度が大幅に改善する

結果が得られた．中古車世界貿易量の推計結果におい

て集計期間による差異が見られた理由として，価格の

経年変化の影響が考えられる．例えば，集計期間 10 年

間の場合，2001 年から 2010 年の 10 年間の中古製品割

合が同価格帯で一定となり，中古製品価格の経年変化

が大きい場合に推定精度が落ちることが予想される．  

 Fig.2の b)c)d)，Fig.3の b)c)d)より，世界貿易量よ

り国間貿易量の方が推定精度が全体的に落ちる傾向を

確認した．新製品分布と中古製品分布の重なる部分は，

世界貿易量については混合分布モデルより推定可能で

ある．しかし，国間貿易量について国による中古価格の

差を考慮できないため，中古製品割合が同価格帯で一

定となり，推定精度が落ちることが予想される．したが

って，集計国範囲を日本に限定した場合に，日本特有の

中古価格を考慮できるため，推定精度は向上している．

以上より，本推定法のデータ集計範囲（集計期間，集計

国）を細かくすることで，推定精度の向上が可能である

ことを明らかにした． 

 

５．結論 

 中古製品の国際貿易に伴う環境問題の解明への第一

歩として，本研究はあらゆる中古製品に適用可能な貿

易量推定法を開発した．本推定法の開発では，貿易統計

の価格分布特性を活用した．さらに，中古タイヤ，中古

車の事例を通じて本研究で開発した推定法の精度を検

証した．世界貿易量を推定する場合は，許容できる推定

精度が期待できる．国間貿易量を推定する場合が，詳細

なデータ集計範囲を設定する必要がある． 

 データ集計範囲の設定には課題が残る．範囲を詳細

化すると推定作業量が増加し，また製品分布作成のた

めのサンプル数が減少し，混合正規分布モデルの精度

が減少する可能性がある．今後の課題として，最適なデ 

ータ集計範囲の設定が挙げられる． 

  
a) 年別世界貿易量 b) 2001 年の国間貿易量 

  

  
c) 2005 年の国間貿易量 d) 2010 年の国間貿易量 

Fig.2 中古タイヤ貿易量の推定値・実績値の比較 

 

  
a) 年別世界貿易量 b) 2001 年の国間貿易量 

  

  
c) 2005 年の国間貿易量 d) 2010 年の国間貿易量 

Fig.3 中古車貿易量の推定値・実績値の比較 
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